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と
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軽減割合 軽減判定基準額

２割 総所得金額の合計が
33 万円＋（国保被保険者数＋特定同一世帯所属者数）× 51 万円　以下

５割 総所得金額の合計が
33 万円＋（国保被保険者数＋特定同一世帯所属者数）× 28 万円　以下

７割 総所得金額の合計が　33 万円　以下
※特定同一世帯所属者とは、国保から後期高齢者医療制度へ移行された方で、後期高齢者医
療の被保険者となった後も世帯主が変わらず同一の世帯に属する方をいいます。

421 広報ありだがわ　2019.7


